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店は創業が 1957 年と最も古く、70 年代にかけて老舗の百貨店としてのトップの地位を確保し
てきた。それに 20 年以上遅れて 79 年に創業したのがロビンソン百貨店であり、セントラル百
貨店が高級店の位置づけに対してロビンソン百貨店は中級店として主に地方に出店することで
発展してきた。この 2 つの百貨店は 95 年に同じ持ち株会社の傘下に入って統合され、セント
ラル（・ロビンソン）・グループが形成される。80 年には不動産開発から参入したザ・モール・
グループが 80 年代の土地開発ブームを背景に急成長し、97 年さらには 2005 年にそれぞれ高
級百貨店エンポリアムとサイアム・バラゴンをオープンし、業界 2 番手の地位を維持している。

















ハリウッド・ストリート・センター社から合弁設立をもちかけられ、84 年 12 月ジャスコ 49％、
ハリウッド社 51％の出資比率でサイアム・ジャスコを設立している。85 年に日本と同じ形態














－ 48 － 
に陥って、都市部での失業者の農村部への移動がみられ、注 6）消費者の購買力が低下し、小売部




































































滑な実行ができず、2002 年 3 月に制定されたものの 11 月には内閣改造によって廃案に追い込










わけではない。こうした規制強化にもかかわらず、カルフールの場合は、2007 年 4 月にもチョ
ンブリ（Chon Buri）に 4 億タイバーツ（約 1 億 500 万米ドル）の投資規模で 7000 平方メー
トルの店舗をオープンしており、2008 年には 5 店舗の出店を計画しており、法規制の影響を
受けないと強気の発言をしている。さらに 2010 年までにディスカウントストアを現在のほぼ



































府支援から取り残されているといった指摘もある。2006 年 9 月のクーデーターによって、ス
ユラット政権に交代してから、OTOP のブランドは残すものの、地方産品に対しては名称が「地
方およびコミュニティ製品」（Local and Community Product）に変更され、プミポン国王が
提唱した「足るを知る経済」（充足経済）の考え方に影響され、ＯＴＯＰによる役割も高い成長
から安定成長にトーンが変わってきている。注 17） 












経済的効果としてコミュニティ製品の売上が 2001 年では 143，143 バーツが 2007 年では 51，
316，000 バーツになっており、物価の上昇などを別にして、358 倍の伸びを示している。社
会的効果として、地域の知恵を考慮して開発することやコミュニティにおける地元の原材料そ
れに労働力を活用している点を評価している。注 19）2003 年からは全国レベルで OTOP 製品の
品質向上を目指した OTOP 製品チャンピオン（OTOP Product Champion: OPC）という評価
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